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抄録 
背景 日本は「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」を 2004 年に批准したが、そ

の第 8 条である公共の場所における「たばこの煙にさらされることからの保護」を未だ完

全に実施できていない。そればかりか、日本政府は公共の場所における喫煙室の設置を妥

当な方策であると許容している。さらに、地方自治体によるたばこ規制も日本においては

限定的である。本研究は 2012 年の兵庫県によるたばこ規制の取り組み（受動喫煙防止条例

の制定）を分析し、公共の場における禁煙環境の達成において何が障壁となっているのか

を明らかにした。 
方法 記述的ケーススタディの手法を用い、受動喫煙防止条例の成立過程を分析した。デ

ータは議事録や、公的記録、並びに施策関係者に対するインタビューを用いた。 
結果 兵庫県は受動喫煙防止の条例化を提議するための委員会を設立し、ほとんどの委員

会メンバーは飲食店等を含む公共的な場所（屋内）の完全な禁煙化に賛成した。しかし、

委員のうち飲食業と宿泊業の代表者は条例による禁煙に反対した。加えて、委員会会議で

たばこ会社に発言の機会が設けられた。さらに、条例化の最中に開催された地方選挙によ

って県議会の政権が交代し、このことも公共的な場所の完全な禁煙を定めた条例の制定に

対して影響した。また、条例制定の過程を通して、市民団体による公共的な場所（屋内）

の完全禁煙化を求める働きかけも他国と比して不活発であった。最終的に県議会が制定し

た条例は、委員会の提案内容より規制が弱い、広範囲の例外規定を含んだものとなった。 
結論 兵庫県の取り組みを分析することで、三つの要素（不完全な国の法規制、市民団体

による活動の弱さ、たばこ産業による干渉が明らかになった。これらは他国における今後

の教訓となり、我が国のたばこ規制における重要な課題ともいえる。 
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